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中央教育審議会への諮問（H27.4）

個人の能力と可能性を開花させ、全員参加による課題解決社会を実現するための教育の多
様化と質保証の在り方について（諮問）

実践的な職業教育を行う新たな高等教育
機関の制度化に関する有識者会議
（H26.10より開催 H27.3審議のまとめ）

中央教育審議会への諮問（H27.4.14～）
■個人の能力と可能性を開花させ、全員参加による課題解決社会を実現するための教育の多様化と質保証の在り方について審議

■総会に置く特別部会（新設）及び生涯学習分科会に置く部会（新設）において、以下の事項をそれぞれ審議

＜検討事項＞

○社会・経済の変化に伴う人材需要に即応した質の高い職業人の育成について（新たな高等教育機関の制度化）

・社会の人材ニーズに即応し、各職業分野の特性を踏まえた質の高い職業人養成を行うことができる制度設計

・高等教育機関としての質を確保し、新機関の学修成果が国際的にも国内的にも適切な評価を受けられる制度の在り方

・高校生の進路の選択肢拡大や、より高度な技術や知識の習得を目指して学び直す際に就職後も社会人が学習しやすい仕組み

○生涯を通じた学びによる可能性の拡大、自己実現及び社会貢献・地域課題解決に向けた環境整備について

・各種教育プログラムや検定試験の信頼性や質保証の仕組みづくりとこれらを様々な場面で活用できるようにするための方策

・情報通信技術の進展も踏まえ、民間事業者や大学等における各種教育プログラムや検定試験について、学習履歴を安全に管理するとともに、適切に活用し、より高度な学習や幅広い活動等に
つなげる仕組み

【基本的方向性】

○ 新機関は、大学体系の中に位置付け、学位授与機関と
することを基本とする

（国際的・国内的通用性の確保の重要性や、 高等教育体系の多
様化の促進のため大学・短大・質の高い専門職業人養成を行う専
門学校が移行しうる仕組とする必要性等を勘案）

【制度化の主要論点】

○ 主目的は、「質の高い専門職業人養成のための教育」と
する

○ 実習、実技、演習、実験等を重視

PBLやインターンシップを積極的に導入

○ 教育課程編成や評価に産業界が参画

○ 新機関に相応しい設置基準を設置し、

国により設置認可 等

教育再生実行会議

第5次提言（H26.7.3）

・社会経済の変化に伴う人材需要に即応した質の高い職業人を育成するとともに、専門
高校卒業者の進学機会や社会人の学び直しの機会の拡大に資するため、国は、実践
的な職業教育を行う新たな高等教育機関を制度化する。

第6次提言（H27.3.4）

・第5次提言で述べた実践的な職業教育を行う新たな高等教育機関の制度化が地域の
職業人育成に大きな効果をもたらすことが期待できることから、その実現に向けた取組
を推進する。

・国は、大学等の学修に加え、大学等の公開講座、各種の検定試験、通信教育など
個々人が学んだ成果を蓄積し、その後の就業や更なる学修にいかせるような学習成果
の評価・活用の仕組みや、それらが社会的に認められるようにその質、内容を保証する
仕組みを構築する。例えば、ＩＣＴを活用し、学修履歴を記録し、活用できる基盤となるよ
うな仕組みを整備する。
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第８期中央教育審議会生涯学習分科会における検討体制

生涯学習分科会

学習成果活用部会

「個人の能力と可能性を開花させ、全員参加による課題解決社会を実現す
るための教育の多様化と質保証の在り方について（諮問）」を受けて審議

具体的な検討事項（案）
・ 検定試験など各種学習機会の質確保及び学習成果活用の在り方
・ 情報通信技術を用いた学習履歴の管理、活用の在り方 等

学校地域協働部会

「新しい時代の教育や地方創生の実現に向けた学校と地域の連携・協働
の在り方について（諮問）」を受けて審議 2



加藤 浩 放送大学教授

◎ 菊川 律子 放送大学特任教授、福岡学習センター所長

清原 慶子 三鷹市長

栗山 健 株式会社学研ホールディングス学研教育総合研究所所長、ＪＭＯＯＣ事務局次長、

ＩＣＴ ＣＯＮＮＥＣＴ ２１代表幹事

○ 今野 雅裕 政策研究大学院大学教授、学長特別補佐

左京 泰明 特定非営利活動法人シブヤ大学学長

三瓶 千香子 桜の聖母短期大学ｷｬﾘｱ教養学科准教授、桜の聖母短期大学生涯学習センター長

柴山 直 東北大学大学院教育学研究科教授

高見 由香里 株式会社イトクロ取締役管理本部長

西辻 正副 奈良学園大学統括副学長

萩原 民也 特定非営利活動法人日本語検定委員会事務局長

藤田 公仁子 富山大学地域連携推進機構生涯学習部門副部門長、教授

益川 弘如 静岡大学学術院教育学領域准教授、大学院教育学研究科附属学習科学研究教育ｾﾝﾀｰ長

宮井 あゆみ 公益財団法人画像情報教育振興協会事務局長

山本 健慈 一般社団法人国立大学協会専務理事

敬称略・五十音順 （計：１６名）

（◎：部会長、○：副部会長）

中央教育審議会 生涯学習分科会 学習成果活用部会 委員名簿
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【第１回】 ６月 ４日（木） 学習成果活用部会の主な検討事項について

【第２回】 ６月１８日（木） 個々人の学習履歴を記録・活用できる仕組み等に関する審議

【第３回】 ７月 ３日（金） 中間まとめに向けた論点整理ついて

【第４回】 ７月２３日（木） 中間まとめ（素案）について ※ 生涯学習分科会（第７８回）と合同開催

【第５回】 ８月２０日（木） 中間まとめ（案）について

９月１６日（水） 学習成果活用部会 中間まとめ とりまとめ

【第６回】 ９月１７日（木） 各種講座・検定試験の質の確保について

【第７回】１０月２２日（木） 各種講座・検定試験の質の確保について

【第８回】 １月１５日（金） 各種講座・検定試験の質の確保について
審議経過報告骨子素案について

【第９回】 １月２５日（月） 審議経過報告骨子素案について ※ 生涯学習分科会（委員懇談会）と合同開催

学習成果活用部会 審議の流れ

中央教育審議会総会（平成２７年４月１４日）において、「個人の能力と可能性を開花させ、全員参加による課題解決
社会を実現するための教育の多様化と質保証の在り方について」諮問
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